
熊本県漁業集落環境整備関係事業（集落排水施設整備）補助金交付要項 

 

（趣旨） 

第１条 この要項は、漁港及び漁場の水域環境と漁業集落の生活環境の改善を図るため、 

知事が、市町村が行う漁業集落環境整備関係事業のうち集落排水施設の整備に要する経費

に対し、予算の範囲内において、補助金を交付することに関し、熊本県補助金等交付規則

（昭和５６年熊本県規則第３４号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な

事項を定めるものとする。 

（補助対象経費及び補助率） 

第２条 補助金交付の対象となる事業と経費及びこれに対する補助率は別表のとおりと 

する。 

（補助金の交付申請） 

第３条 規則第３条第１項に規定する補助金交付申請書は、別記第１号様式によるものとす

る。 

２ 前項の申請書の提出部数は１部とする。 

（補助金の交付決定の通知） 

第４条 規則第６条の規定による補助金の交付決定通知は、補助金交付決定通知書（別記第

２号様式）により行うものとする。 

（事業の補助金交付決定前着手） 

第５条 緊急又はやむを得ない事由により補助金交付決定前に着手する必要がある場合 

には、補助金交付決定前着手届出書（別記第３号様式）を知事に提出しなければならない。 

（補助事業の内容等の変更） 

第６条 規則第７条第１項に規定する補助事業の内容等の変更事由は、次の各号に定めると

おりとする。 

 （１） 事業の経費の配分の変更で次に掲げるもののいずれかに該当するもの 

    ア 費目（本工事にあっては工種）の新設又は廃止によるもの 

    イ 工事費の費目（本工事にあっては工種）ごとの経費の額の増加を伴うもの     

でその増加額が当該経費の額の１００分の３０に相当する金額（当該経費の     

額の１００分の３０に相当する金額が４００万円以下の場合にあっては、 

     ４００万円）又は２，０００万円のいずれかを超えるもの 

 （２） 事業内容の変更で次に掲げるもののいずれかに該当するもの 

    ア 手戻工事に伴うもの 

    イ 施行位置又は計画法線を変更するもの 

    ウ 標準構造を変更するもので、かつ基本設計条件又は基本型式の変更に伴う      

もの 

    エ 実施工法を変更するもので、かつ、その変更により工種ごとに当該工事に      

要する経費の額が増加し、又は当該工事の数量が減少するもの 

 （３） 事業の経費の配分の変更及び事業内容の変更により、事業費又は補助金の額    

が変更となるもの 



２ 規則第７条第１項に規定する変更申請書は、別記第４号様式によるものとする。 

３ 規則第７条第３項において準用する規則第６条の規定による補助事業の内容等の  

変更の決定通知は、別記第５号様式により行うものとする。 

 （申請の取下げ） 

第７条 規則第８条の規定により申請を取り下げる場合は、取り下げる理由を記載した 書

類を知事あてに提出しなければならない。なお、取下げのできる期間は、補助金交付の決

定の通知を受けた日から１５日を経過した日までとする。 

 （状況報告） 

第８条 規則第１１条の規定による状況報告は、別記第６号様式によるものとする。 

 （実績報告） 

第９条 規則第１３条に規定する実績報告書は、別記第７号及び８号様式によるものと 

し、その提出期限は、事業の完了日から起算して２０日以内とする。 

２ 第１項の報告書の提出部数は１部とする。 

 （補助金の額の確定） 

第１０条 規則第１４条の規定による補助金の額の確定通知は、補助金交付確定通知書 

（別記第９号様式）により行うものとする。 

 （補助金の請求） 

第１１条 規則第１６条第１項の請求書は、別記第１０号様式によるものとする。ただ し、

補助金の交付を概算払又は前金払により受けようとするときは、別記第１０号様 式の請

求書に知事が別途指示する書類を添えて請求するものとする。 

 （財産処分の制限） 

第１２条 規則第２１条第２項に規定する別に定める期間は、減価償却資産の耐用年数 等

に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）及び農林水産大臣が別に定める期間 とし、

その期間内においては、知事の承認を受けないで、補助金交付の目的に反して使用し、譲

渡し、貸し付け又は担保に供してはならないこと。 

２ 補助事業者が前号により知事の承認を得て財産を処分したことにより収入のあっ  

たときは、当該収入の全部又は一部を県に納付しなければならない。 

 （証拠書類の保管期間） 

第１３条 規則第２３条に規定する別に定める期間は、５年とする。 

 （雑則） 

第１４条 この要項に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

 

 

   附 則 

 この要項は、平成１９年１０月１８日から施行する。 

 

   附 則 

 この要項は、平成２７年３月１０日から施行する。 

 



   附 則 

 この要項は、令和３年４月１日から施行する。 

 



別表（第２条関係）

本　　　土 離　　　島

１００分の５０以内

（国庫補助１００分の５０を含む）

別に国が定める率
（　国庫補助のみ　）

事　　業　　名 補 助 対 象 経 費 対　　象　　施　　設
補　　　助　　　率

同　　左
漁業集落環境
整備事業

漁業集落環境整備事業実施要領（昭和５
３年７月１０日付け５３水港第３５９８号農
林水産事務次官依命通知）及び漁村整
備事業実施要領（令和３年４月１日付け２
水港第２２５５号農林水産事務次官依命
通知）に規定する事業の実施に要する経
費

漁業集落排水施設

災害関連漁業集
落環境施設復旧
事業

公共土木施設災害復旧事業費国庫負担
法（昭和２６年法律第９７号）第３条の規
定に基づき、国がその事業費の一部を負
担する公共土木施設災害復旧事業費国
庫負担施行令（昭和２６年政令第１０７
号）第１条第９号の、漁港又は漁港区域
内における同条第２号の海岸の災害復
旧事業に関連する事業であって、農林水
産大臣が認めた事業、又は漁港施設又
は農林水産業施設災害復旧事業費国庫
補助の暫定措置に関する法律（昭和２５
年法律第１６９号）第３条の規定に基づく
災害関連事業であって、農林水産大臣認
めた事業、又はこの他、特に農林水産大
臣が認めた漁港関係災害関連事業

漁業集落排水施設 同　　左

備　　考



別記第１号様式（第３条関係） 

 

○○※１漁港○○※２事業補助金交付申請書 

 

                               第     号 

                               年  月  日 

 

 

  熊本県知事       様 

 

 

                                       （市町村長氏名）        

 

 

      年度において○○※１漁港○○※２事業を下記のとおり実施したいので、熊本県

補助金等交付規則第３条及び熊本県漁業集落環境整備関係事業（集落排水施設整備）補

助金交付要項第３条に基づき、補助金    円（補助事業に要する経費    円）

を交付されるよう関係書類を添えて申請します。 

 

                                      記 

 

                              事 業 計 画 書 

 

１ 事業の目的 

 

２ 事業の内容及び経費の配分 

（１）事業計画の総括表 

 
 備考 

１ ※１には漁港名を、※２には漁業集落環境整備事業（集落排水施設整備）、災害関連漁業集落環境 施

設復旧事業（集落排水施設整備）、漁村整備事業（集落排水施設整備）の別を記載すること。 

２ 事業の実施箇所の種類は、漁港法第６条に規定する漁港の種類を記載すること。 

３ 事業の実施箇所の所在地には、漁港は所在する地名（字名を含む。）を記載すること。 

４ 補助率欄には複数の補助率がある場合にはすべての補助率を記載すること。            

補助事業に

漁港名 種類 所在地 事業費 工事費 要する経費 補助率 国費 県費 市町村費 その他 摘要

漁場名

円 円 円 円 円 円 円 市町村の財源内訳

一般財源　　　　　　　　円

起債　　　　　　　　　　　円

寄附金　　　　　　　　　 円

市町村議会議決年月日

事業の実施箇所 負担区分



（２）工事費 

   イ 設計総括表 
 

 
備考 

１ 費目欄には、本工事費、附帯工事費、船舶及び機械器具費、営繕費、測量及び試験費、又は用地及び

補償費の別を記載すること。 

２ 工種欄には、防波堤、護岸、岸壁、船揚場、泊地、航路、漁港施設用地、道路等を施行箇所別に記載

すること。 

３ 複数の補助率がある場合は、それぞれの率ごとに補助金算定内訳を記載すること。 

   
    ロ 工事費内訳表 

 

 
備考 

１ 費目欄及び工種欄には、イ設計総括表の相当欄の記載事項と同様に記載すること。 

２ 区分欄には、基礎工、堤体工、上部工、附属工、用地費、補償費、共通仮設費、現場管理費、一般管

理費等の経費を記載すること。 

３ 細目欄には、床堀り、捨石、栗石、基礎くい、基礎ならし、石積工、ケーソン製作、ケーソン据付、

方塊据付、現場打コンクリート工、回航、運搬費、安全費、営繕損料等を記載すること。 

    

３ 事業の完了予定年月日 

 

 

 

費目 工種 数量 事業費 県費 補助率 ／ 補助率 ／ 補助率 ／ 備考

事業費 県費 事業費 県費 事業費 県費

円 円 円 円 円 円 円 円

補助金算定内訳

費目 工種 区分 細目 名称 形状・寸法等 数量 単位 単価 金額 備考

円 円

材料



別記第２号様式（第４条関係） 
下環第    号  

年  月  日  
 
 

  （申請者名）    様 
 
 

                         熊本県知事      
 
 

 

      年度熊本県漁業集落環境整備関係事業(集落排水施設整備)補助金交付決定通知書 

    年 月 日付け  第  号で申請のありました  年度○○漁港漁業集落環境整

備関係事業（集落排水施設整備）補助金については、熊本県補助金等交付規則第４条の規

定により、下記のとおり交付することに決定しましたので、同規則第６条の規定により通

知します。 
 

記 
 

１ 補助金の交付の対象となる事業は  年 月 日付け  第   号で申請（以下

「申請書」という。）のあった漁業集落環境整備関係事業（集落排水施設整備）とし、

その内容は申請書記載のとおりとする。 
２ 補助事業に要する経費及び補助金の額は、次のとおりである。ただし、補助事業の内

容が変更された場合における補助事業に要する経費及び補助金の額については別に通知

するところによるものとする。 
 

        補助事業に要する経費  金        円 

         補 助 金 の 額   金        円 
 

３ 補助事業に要する経費の配分及びこの配分された経費の額に対応する補助金の額の区

分は、申請書の配分欄記載のとおりとする。 

４ 補助事業者は、下記の法令等の規定に従わなければならない。 

（１）補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第第１７９  

号） 

（２）補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５  

５号） 

（３）農林畜水産業関係補助金交付規則（昭和３１年農林省令第１８号） 

（４）水産基盤整備事業補助金等交付要綱（平成１３年４月１３日付け１２水港第４４９

４号農林水産事務次官依命通知） 

５ 補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、知事の承認を受けること。 

６ 補助事業が予定の期間内に完了しない場合、又は補助事業の遂行が困難となった場合

においては、速やかに知事に報告してその指示を受けること。 

 



別記第２号の２様式（第４条関係；漁港災害関連） 

下環第    号  

年  月  日  

 

 

  （申請者名）    様 

 

 

                         熊本県知事      

 
 

 

      年度熊本県漁業集落環境整備関係事業(集落排水施設整備)補助金交付決定通知書 

    年 月 日付け  第  号で申請のありました  年度○○漁港災害関連漁業集

落環境施設復旧事業（集落排水施設整備）補助金については、熊本県補助金等交付規則第

４条の規定により、下記のとおり交付することに決定しましたので、同規則第６条の規定

により通知します。 

   
                                      記 

   
１ 補助金の交付の対象となる事業は  年 月 日付け  第   号で申請  （以下

「申請書」という。）のあった災害関連漁業集落環境施設復旧事業（集落排水施設整

備）とし、その内容は申請書記載のとおりとする。 

２ 補助事業に要する経費及び補助金の額は、次のとおりである。ただし、補助事業の内

容が変更された場合における補助事業に要する経費及び補助金の額については別に通知

するところによるものとする。 

   
        補助事業に要する経費  金        円 

        補 助 金 の 額   金        円 

   
３ 補助事業に要する経費の配分及びこの配分された経費の額に対応する補助金の額の区

分は、申請書の配分欄記載のとおりとする。 

４ 補助事業者は、下記の法令等の規定に従わなければならない。 

（１）補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第第１７９  

号） 

（２）補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５  

５号） 

（３）農林畜水産業関係補助金交付規則（昭和３１年農林省令第１８号） 

（４）漁港関係災害関連事業等補助金交付要綱（平成１３年４月１３日付け１２水港第４

４９４号農林水産事務次官依命通知） 

５ 補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、知事の承認を受けること。 

６ 補助事業が予定の期間内に完了しない場合、又は補助事業の遂行が困難となった場合

においては、速やかに知事に報告してその指示を受けること。 

 



事業実施 関係
主体 市町村 総事業費 事業費 国費

（千円） （千円） （千円）

交付決定前着手
を必要とする理由

整備計画の名称 事業名 事業型 地区名
事業内容

計画期間

事業内容

当該内容 予定年月日

着工 完了

別記第３号様式（第５条関係） 

 

○○※１漁港○○※２事業補助金交付決定前着手届出書 

 

第     号  

年  月  日  

     

  熊本県知事       様 

 

 

（市町村長氏名）           

 

 

  年度○○※１漁港○○※２事業について、別記条件を了承のうえ、下記のとおり交

付決定前に着手したいので、熊本県漁業集落環境整備関係事業（集落排水施設整備）

補助金交付要項第５条の規定に基づき、届け出ます。 

 

                                      記 

 

 交付決定前に着手する条件 

 １ 補助金交付決定を受けるまでの期間内に、天災地変などの事由によって、実施

した事業に損失を生じた場合、これらの損失は事業実施主体が負担すること。 

 ２ 補助金交付決定を受けた補助金額が、交付申請額に達しない場合においても、

異議がないこと。  

 ３ 事業の着手から、補助金交付決定を受ける期間内は、当該事業の計画変更は行

わないこと。 

 
別紙 

 

 

 

 

備考 

 ※１には漁港（地区）名を、※２には漁業集落環境整備事業（集落排水施設整備）、災害関連漁業集

落環境施設復旧事業（集落排水施設整備）、漁村整備事業（集落排水施設整備）の別を記載すること。 

 



別記第４号様式（第６条関係） 

 

○○※１漁港○○※２事業補助金交付決定変更申請書※３ 

 

第     号  

年  月  日  

 

熊本県知事         様 

 

（申請者名）          

 

      年  月  日付け下環第   号で補助金の交付決定を受けた○○※１

漁港○○※２事業について、下記のとおり｛交付決定額を  円に（補助事業に要す

る経費を    円に）・経費の配分を・内容を｝変更したいので、熊本県補助金等交

付規則第７条及び熊本県漁業集落環境整備関係事業（集落排水施設整備）補助金交付

要項第６条の規定に基づき関係書類を添えて申請します。 

                                      記 

 

                                事業計画変更書 

 

１ 変更の理由 

 

２ 変更事業の内容及び経費の配分 

（１）変更事業計画総括表 

 
備考 

１ ※１には漁港名を、※２には漁業集落環境整備事業（集落排水施設整備）、災害関連漁業集落環境施

設復旧事業（集落排水施設整備）、漁村整備事業（集落排水施設整備）の別を記載すること。 

２ ※３は事業費及び補助金の額が増加する場合には、「交付決定変更申請書」を「交付決定変更及び追

加交付決定申請書」とする。 

３ ｛ ｝書は、該当する事項を記入すること。ただし、中止又は廃止の場合は、｛ ｝の記載を「中止

（又は廃止）」に伴い」とすること。 

４ 変更事業計画総括表は、前回交付決定の金額を上段（ ）書すること。その他は、別記第１号様式に

準ずるものとする。 

補助事業に

漁港名 種類 所在地 事業費 事務費 工事費 要する経費 補助率 国費 県費 市町村費 その他 摘要

漁場名

円 円 円 円 円 円 円 円 市町村の財源内訳

一般財源　　　　　　　　円

起債　　　　　　　　　　　円

寄附金　　　　　　　　　 円

事業の実施箇所 負担区分



（２）変更工事費 

   イ 変更設計総括表 

 
備考 

１ 前回交付決定の金額を上段（ ）書すること。その他は、別記第１号様式に準ずるものとする。 

 

    ロ 変更工事費内訳表 

 

備考 

１ 前回交付決定の金額を上段（ ）書すること。その他は、別記第１号様式に準ずるものとする。 

 

３ 変更事業の完了予定年月日 

費目 工種 数量 事業費 県費 補助率 ／ 補助率 ／ 補助率 ／ 備考

事業費 県費 事業費 県費 事業費 県費

円 円 円 円 円 円 円 円

補助金算定内訳

費目 工種 区分 細目 名称 形状・寸法等 数量 単位 単価 金額 備考

円 円

材料



別記第５号様式（第６条関係） 
 

下環第    号  
年  月  日  

 
 
（申請者名）    様 

 
 

熊本県知事         
 
 
 

        年度熊本県漁業集落環境整備関係事業（集落排水施設整備）補助金交付 
   決定変更及び追加交付決定通知書 
    年 月 日付け  第  号で申請のありました   年度  漁港漁業集落環境

整備関係事業（集落排水施設整備）補助金交付決定変更及び追加交付申請については、

熊本県補助金等交付規則第７条第２項の規定により承認し、  年 月 日付け下環第  

号による交付決定通知記の一部を下記のように変更したので、同条第３項の規定により

準用する同規則第６条の規定により通知します。 
 
                                      記 
 
１ 変更の対象となった事業の内容は、当該補助金交付決定変更及び追加交付申請   
書記載のとおりとし、その他については、  年  月  日付け下環第   号によ

る交付決定通知のとおりとする。 
 
２ 補助事業に要する経費及び補助金の額は次のとおりとする。 
 
          補助事業に要する経費  金        円 
         補 助 金 の 額   金        円 
         （前回までの交付決定額  金        円） 
 
３ 補助事業に要する経費の配分及びこの配分された経費の額に対応する補助金の額 
は、当該交付決定変更及び追加交付申請書記載のとおりとする。 

 
 
 
 
 



別記第５号の２様式（第６条関係） 
 

下環第    号  
年  月  日  

 
 
（申請者名）   様 

 
 

熊本県知事          
 
 
 
              年度熊本県漁業集落環境整備事業（集落排水施設整備） 

計画変更承認通知書 
    年 月 日付け  第  号で申請のありました  年度  漁港漁業集落環境

整備関係事業（集落排水施設整備）の交付決定変更申請については、熊本県補助金等交

付規則第７条第２項の規定により承認しましたので、同条第３項の規定により準用する

同規則第６条の規定により通知します。 



別記第６号様式（第８条関係） 

 

漁業集落環境整備関係事業（集落排水施設整備）実施状況報告書 

 

第     号  

年  月  日  

 

 

熊本県知事             様 

 

 

（市町村長名）                 

 

 

    年  月末現在の実施状況について、熊本県補助金等交付規則第１１条及び熊本

県漁業集落環境整備関係事業（集落排水施設整備）補助金交付要項第８条の規定により下

記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 実施状況総括表 

 

備考 

  １  工 種 欄 に は 、 別 記 第 1 号 様 式 の 記 の ２ の （ ２ ） の イ 設 計 総 括 表 の 相 当 欄 の 記 載 事 項 に 準 じ て 記 載 す る こ と 。                   

２ 事業費欄、事務費欄及び工事費欄には、別記第 1 号様式の記の３の A の（１）の事業計画の総括表の相当欄の記載事項に準じて記 

  載すること。 

  ３ 事業費欄、事務費欄及び工事費欄には、複数の補助率があるときは、補助率の高い順に補助率ごとの小計額を２の内訳として記載 

  すること。 

  ４ 工事費内訳に掲げる事項欄には、工種欄に対応する工事費を記載すること。 

  ５ 県費内訳の交付決定欄には、最新の交付決定額を記載すること。 

 

 

事業実施状況総括表（　　月分）

漁港名 工種 事業費 事務費 工事費 本工事費 附帯 測量 用地 船舶及 営繕費 補 交付 既 不用 精算 返還

漁場名 工事費 及び 及び び機械 助 決定 受領 額 額 額

試験費 補償費 器具費 率 額 額

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

工　事　費　内　訳 県　費　内　訳



２ 実施状況内訳表 

 
備考 

  １ 工種欄及び計画の数量、金額欄には、最新のものを記載すること。 

  ２ 実績の数量、金額欄には、工種欄、計画（数量、金額）欄に対応して事業実施した実績の数量及び金額を記載すること。 

 

  １ 契約年月日欄には、当初の契約年月日を記載すること。 

  ２ 契約工期欄には、契約した工期を記載すること。契約変更したときは、契約変更後の工期を記載すること。 

  ３ 工事完了年月日欄には、工事の実施竣工日を記載すること。 

  ４ このほか、添付書類として当初契約書の写し・契約変更したときは、変更契約書の写し・工事完了したときは、竣工検査調書の写し 

  を添付すること。  

 

３ 契約別進捗状況調書 

 

備考 

  １ 本調書には、２に記載した契約に相当するものを記載すること。 

   ２ 工事番号欄には、市町村において設定した工事番号を記載すること。 

   ３ 設計額、請負額欄の下段には最新の変更設計、請負額を記載すること。 

   ４ 請負者欄には、代表者名も記載すること。 

事業主体 管理者

契約 工事完了 検査 検査員 備考

数量 金額 数量 金額 工期 年月日 年月日 職氏名

円 円

漁港　　　　　　　　事業実施状況内訳書（　　　　月分）

本土　・　離島

工種 計画 実績
契約年月日

工事番号 設計額 請負額 請負者 支払額 支払日

（下段：変更） （下段：変更） 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月

円 円 円

計

進　捗　状　況　（％） 県確認検査日

及び職氏名

支払額計

市町村名 漁港（漁場）名契約別進捗状況調書（　　　月分）



別記第７号様式（第９条関係） 

 

                         ○○漁港○○事業実績報告書  

 

 

                                                      第     号  

                                                      年  月  日  

 

 

   熊本県知事      様 

 

 

                                    （申請者名）              

 

 

    年  月  日付け下環第   号で補助金の交付を受けた○○漁港○○事業を

下記のとおり実施したので、熊本県補助金等交付規則第１３条及び熊本県漁業集落環境整

備関係事業（集落排水施設整備）補助金交付要項第９条の規定に基づき、関係書類を添えて

報告します。       

 

 

                                      記 

 

１ 事業別実績表 

                                                                                                                

 

 

 

 

 

 

 

備考 

  １ 交付決定の変更年月日は、最終変更の年月日を記載すること。 

  ２ 計画（事業費、負担区分（国費、県費、市町村費））欄には、最終承認などのあった金額を記載すること。 

 

 



２ 事業完了年月日 

 

３ 事業実績総括表 

 

備考 

  １ 工種欄には、別記第 1 号様式の記の２の（２）のア設計総括表の相当欄の記載事項に準じて記載すること。 

  ２ 事業費欄、事務費欄及び工事費欄には、別記第 1 号様式の記の２の（１）の事業計画の総括表の相当欄の記載事項に準じて記載 

  すること。 

  ３ 事業費欄、事務費欄及び工事費欄には、複数の補助率があるときは、補助率の高い順に補助率ごとの小計額を２の内訳として記載 

すること。 

  ４ 工事費内訳に掲げる事項欄には、工種欄に対応する工事費を記載すること。 

  ５ 県費内訳の交付決定額欄には、最終の交付決定額を記載すること。 

 

４ 工事費実績内訳表 

 

備考 

  １ 工種欄及び計画の数量、金額欄には、最終承認などのあったものを記載すること。 

  ２ 実績の数量、金額欄には、工種欄、計画（数量、金額）欄に対応して事業実施した実績の数量及び金額を記載すること。 

  ３ 契約年月日欄には、当初の契約年月日を記載すること。 

  ４ 契約工期欄には、契約した工期を記載すること。契約変更したときは、契約変更後の工期を記載すること。 

  ５ 工事完了年月日欄には、工事の実施竣工日を記載すること。 

漁港名 工種 事業費 事務費 工事費 本工事 附帯工 測量及び 用地及び 船舶及 営繕 補 交付決 既受 不用 精算 返還

漁場名 費 事費 試験費 補償費 び機械 費 助 定額 領額 額 額 額

器具費 率

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

工事費内訳 県費内訳

○　○　事  業　実　績　総　括　表

本土・離島 第　 種漁港 事業主体 管理者

（　　　漁場）

工種 契約年月 契約工期 工事完了 検査 検査員 備考

数量 金額 数量 金額 日 年月日 年月日 職氏名

円 円

○○漁港工事費実績内訳書

計画 実績



   ５ 取得財産調書 

 

 

名称 形状寸法 数量 単価 価格 検収年月日 耐用年数 備考



別記第８号様式（第９条関係；事業を繰越した場合） 

 

○○漁港漁業集落環境整備関係事業（集落排水施設整備）年度終了報告書 

   

                                                         第     号  

                                                           年  月  日  

   

   

   熊本県知事      様 

   

   

                                    （申請者名）               

   

   

    年  月   日付け下環第  号で補助金の交付を受け翌年度へ繰り越した○○ 

 漁港 事業の会計年度が下記のとおり終了しましたので、熊本県補助金等交付規則第１３条

及び熊本県漁業集落環境整備関係事業（集落排水施設整備）補助金交付要項第９条の規定

に基づき、関係書類を添えて報告します。 

 

                                      記 

 

  １ 事業実績総括表 

  ２ 工事費実績内訳表 

   

   

   

      （注）記の１・２の様式は別記第７号様式に準ずる。 

   

   

   

   

   



別記第９号様式（第１０条関係） 

 

                             下環第    号  

                              年  月  日  

   

  （申請者名）    様 

   

                         熊本県知事      

   

          年度熊本県漁業集落環境整備関係事業（集落排水施設整備）補助金交付 

   確定通知書 

    年  月  日付け下環第  号で交付決定しました  年度熊本県漁業集落環境

整備関係事業（集落排水施設整備）補助金については、熊本県補助金等交付規則第１４条の

規定により、下記のとおりその額を確定しましたので通知します。 

 

                                      記 

 

                    １ 交付確定額    金      円 

                    ２  交付決定額        金            円 

 

 

 



別記第１０号様式(第１１条関係） 

 

年度○○漁港漁業集落環境整備事業（集落排水施設整備）補助金（概算払）請求書 

 

                                                                                               年  月  日
  

 

 熊本県知事       様 

 

 

（住 所）                

                                                                           （市町村長氏名）         

 

 

   年  月  日付け下環第    号で補助金交付決定通知があった○○漁港漁

業集落環境整備関係事業（集落排水施設整備）補助金について、下記により交付されるよう熊

本県補助金等交付規則第１６条及び熊本県漁業集落環境整備関係事業（集落排水施設整

備）補助金交付要項第１１条の規定により、関係書類を添えて請求します。 

 

                                                          記 

 

１ 請求額        金          円 

 

２ 口座振替先      銀行   本・支店 普通・当座  No. 
 

３ 支出計算明細内訳書                                                                                                                         

 

 

                                             （概算払、前金払、精算払、部分払） 

                                                                                                                          

 

 

 
 

 

       上記のとおり相違ないことを証明します。 

 

 

                年   月   日 

 

                                              （ 市 町 長 氏 名 ）     印 

 

 

※添付書類 

 工事請負等契約書の写し 

 県の確認検査調書の写し（工事等完了の場合） 

補助 総事 補助 補 実施 進捗 補助金 摘　要

事業名 業費 基本額 助 事業費 率 交付

（１） （３） （４） 率 （５） ％ 前回 今回 計 決定額 前回 今回 計 （１０）

％ （６） まで （８） まで

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

市
郡

町
村

字

事業箇所

（２）

所要額（７） 補助金相当額（９）


